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【報告・紹介】
比較制度論の視点と〈労働―福祉ネクサス〉
─国際公共比較部門・公共政策部門合同対話研究会報告
千葉大学公共研究センター　フェロー　　
浅田　進史
はじめに
　2007 年 5 月 30 日（水）、千葉大学法経学部棟法経第二会議室にて国際公
共比較部門・公共政策部門合同対話研究会が開催された。当研究会では、本
COE 事業推進メンバー安孫子誠男教授（千葉大学法経学部）が「比較制度
論の視点と〈労働―福祉ネクサス〉」と題した報告を行った。千葉大学 21 世
紀 COE プログラム「持続可能な福祉社会に向けた公共研究拠点」国際公共比
較部門では、これまで「労働」を一つの基軸として研究会が開催されてきた1。
その一連の研究成果をさらに発展させるべく、同教授を主担当とする「『労働
―福祉ネクサス』の比較史・比較制度論的研究」プロジェクトが立ち上げられ
た。この研究プロジェクトは、今日の労働市場改革と社会保障制度改革の関連
を、〈労働―福祉ネクサス〉というコンセプトで捉え、比較史・比較制度論的
な視座から国際比較を試みるものである。この〈労働―福祉ネクサス〉という
視点は、これまで本 COE 公共政策部門で積み重ねてきた福祉と環境を統合す
1 『公共研究』第 3 巻第 3 号（2006 年 12 月）に掲載された特集 1「労働研究と公共性」、
特集 2「ニューエコノミーへの多様な道――ドイツ・日本・アメリカ」の各論考のほ
か、2006 年度以降、以下の研究会を開催した。水島治郎氏（千葉大学法経学部教授）
「公共性のパラドクス――現代オランダにおける労働・福祉・移民」（2006 年 6 月開催、
『公共研究』第 3 巻第 4 号の対話研究会報告参照）、宮寺由佳氏（浦和大学総合福祉
学部講師）「固定化するスウェーデンの最貧困層」（2007 年 1 月開催）、大峰真理氏（千
葉大学文学部准教授）「18世紀サン＝ドマング島における奴隷労働」（2007年4月開催）。
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る政策論、そしてめざすべき社会のあり方を提言してきた公共哲学部門の成果
を理論と実証の両面で補強することが期待されている。以下、本報告の論旨を
要約する2。
１．〈労働―福祉ネクサス〉論の視座
　まず、報告者は〈労働―福祉ネクサス〉という研究アプローチの意義につい
て次のように説明する。「ネクサス（＝束、nexus）」という用語は、一見異な
る諸要素が相互依存・連結関係に置かれ、一個のシステムをなす状態を指すた
めに使われる。ここでは労働市場制度と社会保障制度という一見異なる 2 つ
の制度が、相互に依存し補完し合う関係を捉えるために、〈労働―福祉ネクサス〉
というタームを用いることで一つの理論的枠組みを構築することを目指してい
る。報告者がこのような問題を提起する背景には、近年の「資本主義の多様性
（Varieties of Capitalism）」論の活況がある。この研究潮流は、ある国民的シ
ステムが複数の制度によって構成されることを議論の前提とし、それらの制度
によって構成されたシステムを国際的な比較の枠組みのなかで検討し、それぞ
れのシステムの比較優位を支える制度的な基盤を浮き彫りにすることを目指し
ている。たとえ金融制度と労働市場制度はそれぞれ独自の論理を持っていたと
しても、これらは相互に全くの無関係というわけではない。「資本主義の多様性」
論では、そのような異なる制度の相互連関・依存関係・機能代替の把握に力点
が置かれるのである。
　これまで経済理論の分野では、各国の生産システムを国際的に比較する試
みが長い間積み重ねられてきた。それに対して、1990 年代頃から、福祉制度
に焦点をあてて各国の資本主義制度の比較を行う、G．エスピン＝アンデル
センをはじめとする福祉レジーム論が盛んになった。しかし、ここ 10 年の間
２ 本報告および質疑応答については、『公共研究』第 4 巻第 4 号の特集として掲載さ
れるので、ここでは要点のみを紹介する。
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に、生産システム論と福祉レジーム論の二つの国際比較研究を統合する新たな
研究潮流が現れてきている。すなわち、生産システムと福祉レジームがいかに
一つのシステムとして関係し合うかという問題である。報告者は、B．エビン
グハウス編著『福祉資本主義を比較する（Comparing Welfare Capitalism）』
（2001 年）のなかで、M．ヴェーバーにならって「選択的親和性（elective 
afﬁnities）」という見方が提起されていることを紹介した3。それは経済決定論、
あるいは固有の理念が自己発展していくような発想ではなく、異なるシステム
が選択的に相互に馴染んでいくという考え方であり、報告者は、〈労働―福祉
ネクサス〉論にとっても示唆的であると述べた。
　エスピン＝アンデルセンらの福祉レジーム論が、労働運動の「権力資源」動
員をベースにした政府代表・労働組合・経営者団体の 3 者間による合意形成の
プロセス（社会コーポラティズム）の分析に力点を置いたのに対し、報告者は
近年活況を呈している「資本主義の多様性」論、とくにその中心的な論者であ
る P．A．ホールや D．ソスキスらはその批判的継承を目指していると指摘する。
この論者たちの批判とは、福祉レジーム論では労働運動の「権力資源」動員や
利害関係者間の合意形成に力点が置かれすぎ、資本主義経済における経営者団
体の役割の分析が抜け落ちているというものである。福祉国家や社会政策を「市
場に反する政治」と捉えるエスピン＝アンデルセンらに対して、「資本主義の
多様性」論は、それらは必ずしも「市場に反する政治」を意味しないという見
方に立って、資本主義経済と福祉制度・社会政策の相関性・補完性を明らかに
しようとするものである4。
3 B. Ebbinghaus and P. Manow （eds.）, Comparing Welfare Capitalism：Social 
Policy and Political Economy in Europe, Japan and the USA （London：Routledge, 
2001）.
4 報告者が共訳した以下の文献を参照。P．A．ホール／ D．ソスキス編（遠山弘徳・
安孫子誠男・山田鋭夫・宇仁宏幸・藤田菜々子訳）『資本主義の多様性――比較優位
の制度的基礎』（ナカニシヤ出版、2007 年）。原著は以下。P．A. Hall and D. Soskice 
（eds.）, Varieties of Capitalism：The Institutions of Comparative Advantage 
（Oxford：Oxford University Press, 2001）.
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　本報告における報告者の意図を要約すれば、上記の資本主義経済と福祉制度・
社会政策の分析に力点を置く「資本主義の多様性」論と、エスピン＝アンデル
センらの福祉制度・社会政策に孕まれる労働運動の「権力資源」動員とそこで
の合意形成プロセスに分析の焦点をあわせる福祉レジーム論を理論的に架橋し、
その上で〈労働―福祉ネクサス〉論を構築するための諸論点を整理することに
ある。
２．「資本主義の多様性」論――〈福祉―技能形成ネクサス〉を中心に
　報告者は、ホールやソスキスらの「資本主義の多様性」論の視角を、その論
者自身の表現を引用し、「企業をもって資本主義の決定的なアクターとみなす
企業指向的な政治経済論」の構築にあると評する。そして、その特徴として、
労働者の技能形成の側面に着目し、各国のシステムを比較することによって、
それぞれの相違を観察することを挙げた。その比較の要点は以下の通りである。
　「資本主義の多様性」論では、市場経済は二つに大別される。すなわち、ア
メリカ合衆国に特徴的な「自由市場経済（liberal market economy）」とドイ
ツに特徴的な「調整された市場経済（coordinated market economy）」である。
「自由市場経済」においては、価格が資源配分の最大の誘因となるのに対して、
「調整された市場経済」においては利害関係者間の協議に資源配分の決定が委
ねられる。彼らは、ヨーロッパ特許局に申請された特許件数の分析を通じて、
アメリカ合衆国経済とドイツ経済のそれぞれ得意な産業分野がはっきりとした
対照をなすことを明らかにしている。ドイツ経済が機械工学のような漸進的な
改良を重ねていく、いわゆるインクリメンタル・イノベーションが要求される
分野に強みをもつのに対して、アメリカ経済は情報技術・バイオテクノロジー
などの革新的な改良、すなわちラディカル・イノベーションが要求される分野
に強みをもつのである。
　なぜそのような好対照をなす経済が形成されるのか。報告者は、こうした問
いに対して、ホールとソスキス編著『資本主義の多様性』所収のエステベス＝
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アベらの共著論文「社会保護と技能形成――福祉国家の再解釈」に着目する5。
この論文は、「社会保護」の形態が国際市場における各国の競争優位や製品市
場戦略の選択に関連していると見て、社会的保護・技能形成・製品市場戦略の
整合性を明らかにする試みである。つまり、国際市場において各国経済システ
ムがどのような戦略を選択するかという問題は、そのシステムが有する社会的
保護や労働者の技能形成の制度と不可分にあるという見方である。
　同論文によれば、まず、日本に代表される「多品種大量生産戦略」は、企業
特殊的な技能を必要とするものであり、その場合、雇用保障は高く失業補償は
低い、という社会的保護と整合的である。したがって、企業に長期に雇用され
る慣行が形成・維持される。次に、いわゆる「第三のイタリア」やドイツ南部
に特徴的な「ニッチ市場向け高品質生産戦略」は、産業特殊的な職人的技能を
必要とする、注文生産的な製品市場戦略である。そこでは一産業がクラスター
をなして産業地域を形成するため、労働者は個々の企業に長く留まらなくても、
その技能をもって自らの雇用を確保することが可能となる。したがって、雇用
保障は相対的に低く、その代わりに失業補償は高くなる。第三に、ドイツに代
表される「多品種高品質生産戦略」がある。これは、産業特殊的・企業特殊的
技能を必要とするものであり、デュアル・システムといわれる技能資格制度を
有し、さらに企業内でその企業に特殊な技能も育成される。この戦略の場合、
雇用保障と失業補償がともに高い制度が適合的となる。最後に、アメリカ合衆
国に代表される「革新的イノベーション戦略」がある。ここでは大学内あるい
は大学卒業レベルの相対的に高い一般的技能が要請される。それは切り替え可
能な技能を形成するあり方であり、そうした高い一般的技能を身につけた人々
がラディカル・イノベーションを担うのである。そこでは雇用保障は低くなり、
また自己責任の論理により失業補償も低い。
　報告者は、上記の論文に「資本主義の多様性」論の最も示唆に富んだ論点の
5 注 4 参照。
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一つを見ている。つまり、各国経済システムの製品市場戦略にはそれにふさわ
しい技能形成パターンがあり、またそうした技能形成パターンに適合的な社会
的保護の形態が存在すること、その意味で、各国に独自な製品市場戦略と社会
的保護が「選択的親和性」を有しているということである。
３．福祉レジーム論における類型化
　それでは、「資本主義の多様性」論が批判的に継承しようとしたエスピン＝
アンデルセンらの福祉レジーム論（比較福祉資本主義論）はどのような比較を
行ってきたのか。この議論は、日本においてもすでに数多く紹介されてきたた
め、報告者は、近年、エビングハウスらがその論点を要約した研究に依拠して、
簡潔な説明を行った6。
　福祉レジーム論では、自由主義・保守主義（キリスト教民主主義）・社会民
主主義の 3 つに各国レジームを区分し、その上で、脱商品化指標（労働力を
提供できない場合の社会権の保障の度合、たとえば所得代替率）、社会権の保
障の基盤、福祉供給の度合という 3 つの指標をもって、各国の比較がなされる。
たとえば「脱商品化指標」の場合、アメリカ合衆国に代表される自由主義では
低く、キリスト教民主同盟・キリスト教社会同盟連立政権時のドイツに代表さ
れる保守主義では中間的で、スウェーデンに代表される社会民主主義では高
い、という具合である。社会権が保障される基盤についていえば、自由主義で
は、ミーンズ・テストを伴い、必要度に基づいて社会権が保障される傾向が強
く、保守主義では、雇用されているかどうかによって社会権が保障されるので、
男性が一家の稼ぎ頭となるような就業形態を持つ傾向にある。これらに対して、
社会民主主義の場合、国民が総じて社会権を享受するので普遍主義的と言われ
る。最後の福祉サービスの供給の度合についていえば、民間・家族・国家のど
こに重点が置かれるかが測定される。自由主義では混合的であり、保守主義で
6 注 3 参照。
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は、基本的に職域ごとに保険に加入した人たちが年金だけでなく、医療保険も
含めて保障されるという意味で、所得移転支払いが多くなる。最後に、社会民
主主義では公的部門のサービスが高くなる。
　福祉レジーム論では、上記の比較にもとづいて福祉と雇用の関係が論じられ
るが、報告者は、その議論の特徴として、雇用のあり方が福祉レジームにいか
0 0
に制約されるか
0 0 0 0 0 0 0
、という理論的枠組みになっていると指摘する。そして、報告
者は、この理論的枠組み、つまりエビングハウスのいう〈福祉―雇用ネクサ
ス〉論における各国レジームにおける福祉と雇用の関係を次のように説明する。
まず、自由主義レジームにおいては、就業が福祉給付の条件となる傾向が強く、
労働市場への拘束が強まるアプローチと呼ばれる。次に、保守主義の場合には、
職域ごとに福祉給付の格差を維持しながら労働市場への統合を強化するアプ
ローチが選択される傾向にある。最後に、社会民主主義の場合、積極的労働市
場政策によって新しい技能を身につけるための訓練プログラムを公的に設計し、
そこに労働者を促すアプローチが選択される。
４．レギュラシオン学派の比較経済制度論
　以上のように、報告者は、各国システムにおける製品市場戦略との関連から
社会保護・技能形成のあり方を比較する「資本主義の多様性」論と、自由主
義・保守主義・社会民主主義という福祉レジームごとに雇用のあり方の差異を
比較する福祉レジーム論との対比を説明した。その上で、報告者は、近年、フ
ランス出自の制度経済学、レギュラシオン学派がこの 2 つの理論を統合する
分析的枠組みを構築する研究を進めていることを指摘し、その学派による「資
本主義の多様性」論批判を紹介した。レギュラシオン学派の研究に長く取り組
んできた報告者は、この学派の特徴として、社会的コンフリクトの制御・調整
の様式がマクロ経済の動態に与える影響について観察することにあると説明し
た。つまり、社会階級・集団間の紛争の所産あるいは妥協として制度が形成さ
れ、さらにその制度が今度は紛争の当事者たちを制約しパターン化する、とい
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う見方である。加えて、報告者は、レギュラシオン学派の第二世代がゲーム理
論を取り入れた上で社会的コンフリクト論を展開していることに着目する。つ
まり、ゲームのルールとしての制度とそのルールをプレイヤーが内面化するレ
ベル（「ゲームの均衡」）まで含めた制度という二重の意味の制度を、社会的コ
ンフリクト論を基盤に捉えようとする点が注目されている。
　レギュラシオン学派による「資本主義の多様性」論への批判として、報告者は、
R．ボワイエの『資本主義 vs 資本主義』の指摘に即して次の三つの基本論点
を挙げた。第一の批判点は、比較の準拠枠の拡大の必要性である7。「資本主義
の多様性」論では、「自由市場経済」対「調整された市場経済」の二項対立の
図式で比較が行われているが、ボワイエは「市民社会」の局面を組み込んだ制
度論の必要性を主張している、という。ここでボワイエが念頭に置いているの
は、「国家と市場」、「市場と企業組織」という対比を超えて、広い意味でのア
ソシエーション（労働組合や事業者団体など）とさらにそのアソシエーション
間のネットワークに孕まれる「権力配分」と制御様式という問題である。さら
に、ボワイエと共同研究を行っている J．R．ホリングスワースは、互酬あるい
は信頼をベースにすえるようなコミュニティ自体が調整の担い手となり得ると
主張している。これらの指摘から、報告者は、アソシエーション、ネットワー
ク、コミュニティの調整様式を組み込まない国際比較は不充分ではないか、と
述べた。
　第二の論点として、報告者は「制度賦存」論のもつ静態性に関するボワイエ
の指摘を挙げた。ある国民経済がなぜ比較優位をもつのかという説明に対して、
その国に特有の自然資源や労働力の存在（「要素賦存」）を指摘する議論がある
が、「資本主義の多様性」論の特徴は、比較優位の基礎として「制度賦存」を
7 R．ボワイエ（山田鋭夫訳）『資本主義 vs 資本主義――制度・変容・多様性』（藤原書店、
2005年）。原著は以下。R. Boyer, Une théorie du capitalisme est-elle possible? （Paris：
Odile Jacob, 2004）. また、報告者による同書の書評が、経済理論学会編『季刊 経済
理論』42 巻 3 号、2005 年 10 月、110－112 頁に掲載されている。
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重視するところにある。ボワイエの第二の批判は、「制度の賦存」によって経
済のダイナミズムが決定されるというのであれば、1990 年代以降のポスト工
業化・情報技術革新を基礎としたダイナミズムを捉えることができないのでは
ないか、というものである。
　最後の論点として、「資本主義の多様性」論にみられる「政治的なもの」へ
の過少評価という問題が提起された。つまり、「資本主義の多様性」論がもと
もと政治学者による企業論であったにもかかわらず、その論者たちが生産レ
ジームにおける制度的補完性とそこでの企業行動を主題としているために、「市
場に反する政治」という問題が欠落した理論になっているということである。
５．〈労働―福祉ネクサス〉論をめぐる争点
　上記のように、レギュラシオン学派の批判を通して、報告者は、「資本主義
の多様性」論が提起した分析枠組みがもつ可能性と問題点を整理した。その上
で、〈労働―福祉ネクサス〉論を構築していくために、争点となり得る問題を
次のように説明した。
　第一に、社会的保護をめぐる問題である。宮本太郎氏は、「資本主義の多様性」
論が「制度形成における経営者と労働者の合理的選択を強調し、福祉制度の形
成が技術形成を介して生産性と連携する論理を重視」すると述べている8。こ
れに対して、報告者は、「資本主義の多様性」論を合理的選択論としてのみ理
解するのではなく、むしろ一般労働者の技能形成を、自身のエンパワーメント
ないしは能力向上という点まで含めて考えるのであれば、「資本主義の多様性」
論が提起した製品市場戦略・社会的保護・技能形成の関連性という問題は興味
深いものになるのではないか、と指摘した。
　このように「資本主義の多様性」論における社会的保護の問題を積極的に検
8 宮本太郎「福祉レジーム論の展開と課題――エスピン・アンデルセンを越えて？」
埋橋孝文編『比較のなかの福祉国家』（ミネルヴァ書房、2003 年）、21 頁。
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討する際には、報告者は、競争力概念をより包括的に考える必要があると述べ
る。レギュラシオン学派の一人、B．コリアは、一国の競争力を労働生産性や
企業競争力という面だけで考えるのではなく、対象国の福祉に関係する指標（雇
用水準・労働時間・購買力・保険・医療サービス・教育など）を組み合わせる
必要がある、という9。報告者は、上記のように競争力概念を再定義すること
によって、「資本主義の多様性」論がもつ可能性を、〈労働―福祉ネクサス〉論
のなかに組み込むことを目指していると思われる。
　第二に、「フレクシキュリティ（ﬂexicurity）戦略」をめぐる問題である。レギュ
ラシオン学派のボワイエやアマーブルは、この戦略を積極的に評価している、
という。これは、労働市場の柔軟性（ﬂexibility）の必要性を認めつつも、単
に規制を除去していくのではなく、雇用の安定性（security）を確保する戦略
である。とくに、1994 年以降デンマークはこの戦略を追求しており、報告者は、
その実践を基にしたフレクシキュリティ戦略の 3 極モデルを次のように説明し
た。第一の極には、「柔軟な労働市場」があり、これは解雇に比較的制約がなく、
同時に労働者の移転の自由が高い制度を指す。第二の極には、「失業補償シス
テム」があり、これは失業時に高い所得保障が提供される制度を指す。第三の
極には、「積極的労働市場政策」があり、これは新たな技能を身につけて就労
促進するための訓練プログラムを指す（「ラーンフェア（learnfare）」）。報告
者は、デンマークでは、国内の地域ごとに協議会が設置され、そこが自治体の
労働プログラムの立案と実施の責任をもつことが定められたが、これは雇用政
策の分権化と一体となって進められたことに起因している、と補足した。
　報告者は、このようにフレクシキュリティ戦略の可能性を示唆しながらも、
その戦略モデルが孕む問題点もすでに指摘されていると紹介した10。その問題
9 B．コリアほか「日本経済の競争力の限界」山田鋭夫／ R．ボワイエ編『戦後日本
資本主義』（藤原書店、1999 年、第 8 章）、296 頁。
10 P. Auer and S. Cazes （eds.）, Employment Stability in an Age of Flexibility：
Evidence from Industrialized Countries （Geneva：ILO, 2003）, pp.103-5. 
比較制度論の視点と〈労働―福祉ネクサス〉
184
点とは、①「柔軟な労働市場」が従業員の「生産性テスト」を伴う場合には、
非熟練労働者にしわ寄せがくる可能性があること、②「手厚い失業保険」は低
所得者層に労働インセンティブの減退をもたらす可能性があること、③積極的
労働市場政策は大いにコスト非効率的であること、④積極的労働市場政策は好
況期では新しい産業への就業を促していくが、不況期には必ずしも有効でない
こと、である。報告者は、このような批判を踏まえて、フレクシキュリティ戦
略を検討することを提起した。
　第三に、「社会的排除・包摂（social exclusion – inclusion）」論である。こ
れは本 COE 拠点リーダー広井良典氏が編集した『思想』特集「福祉社会の未来」
（第 983 号、2006 年 3 月）でも取り上げられている論点であり、報告者は同
特集に寄稿した宮本太郎氏の次のような指摘を紹介している。それは、従来の
「所得再配分中心で、ニーズ決定型の福祉国家」から、むしろ社会的包摂を基
盤にしながら、ニーズそのものが公共的討論のなかで新たに合意されていくよ
うな「ニーズ表出型の福祉ガバナンス」の必要性を訴えるものである。つまり、
就労促進の場合、就労規範の強要という面を伴ってしまう傾向がある。しかし、
仕事には賃金労働・雇用労働ではない多様な営み方が含まれており、そのよう
な多様な営みを包み込んだ社会形成のあり方が問われるのではないか、という
提言である。
　この提言を踏まえながらも、報告者は、上記の議論によって労働における技
能形成の意味を問う視点が希薄になるのではないかと指摘した。ここで、報告
者が念頭においていることは、「労働における解放」と「労働からの解放」を
同時に進めなければならない、というマルクスの言である。つまり、裁量権
が奪われ意味が失われた労働（labour）から裁量権と意味を取り戻した労働
（work）への転換という課題と、労働（labour）からの解放によって「自由時
間」を作り出し、いかに自己を陶冶していくかという課題を同時に進めていく
という構想である。そして、報告者は、前者の課題、つまり労働（labour）か
ら労働（work）への転換は技能形成と結びついており、それは単なる人的資
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本の形成に留まるものではない、と主張する。A．センは「人的資本アプローチ」
と自らの「ケイパビリティ・アプローチ」を区別したが、報告者もセンのアプロー
チに同感し、自己が生き方を選択していく力、エンパワーメントを獲得する力
を高めていくことは、技能形成を通じて得られる局面があるのではないか、と
問いかける。そして、最後に、人々が自己決定権をもち、働く内容に意味を含
んだような労働（work）論、すなわち〈労働―福祉ネクサス〉論が今後の本
COE 拠点の国際比較論の核になる必要があるのではないか、との提言を行った。
６．討論
　討論における主たる論点は、①積極的労働市場政策における労働者の主体性、
②グローバル経済が進行するなかでの国民国家類型による比較の有効性、③技
能形成後の賃金決定のあり方、④「資本主義の多様性」論が現れた背景、⑤類
型論と実際の経済のダイナミズムとの関係の 5 点であった。質疑応答につい
ては、本誌第 4 巻第 4 号特集に掲載予定であるので、ここでは、とくに本報
告の要旨に関わる①と②の質疑応答について簡潔に紹介する。
　①については、質問者は、デンマークのフレクシキュリティ戦略においても、
ほかのヨーロッパ諸国、とくにイギリスのワークフェア型労働市場政策におい
ても、理論的枠組みのなかで労働者自体がアクターとして位置づけられていな
い点で共通するのではないか、また、技能形成も教師と生徒という関係に置か
れる点で、本当に労働者の主体性を活かすコンセプトになりうるのか、と疑念
を呈した。これに対して、報告者は、確かにデンマークの積極的労働市場政策
におけるラーンフェア（learnfare）にも福祉給付の条件として労働の提供が
課せられており、ワークフェアとラーンフェアの実質的な相違という問題につ
いてはより検討が必要であることを示唆した。しかし、技能形成に関していえ
ば、その過程には人間開発も含まれるのであり、労働者が単なる客体にのみと
どまらない側面があるのではないかと返答した。
　②について、つまり現在のグローバリゼーションや EU 統合が進むなかで、
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国民国家類型による比較の有効性とは何か、という問いに対しては、報告者は、
確かに国民国家モデルを超えたヨーロッパ社会モデルについて考察する必要が
あると述べ、レギュラシオン学派のなかにそうした考えがあることを示唆した。
その一方で、「資本主義の多様性」論は、企業統治・労働規制・技能形成シス
テムを体系的に比較するために、国民国家を単位として分析しており、現時点
では体系的な比較を行うためにはなお有効性があるのではないか、と述べた。
この質問は、そもそも移民に対する雇用からの排除の問題が国民国家単位の比
較論から欠如しているのではないか、という疑問を含んだものであるが、この
グローバリゼーションに伴った社会的排除の問題について、報告者も本研究プ
ロジェクトにとって、今後の重要な課題であると返答した。
　討論の最後に、本 COE 公共政策部門サブリーダー倉阪秀史氏は、「持続可
能な福祉社会に向けた公共研究」拠点の研究プロジェクト全体のテーマである
持続可能性確保という課題と〈労働―福祉ネクサス〉論を結びつけるために、
①技能形成を通じた人的資本の社会的蓄積の進展、②生活の質的側面の向上、
③共通資源の持続可能性の確保、の 3 つが実現しうるような制度類型を研究
する必要性を提案した。
（あさだ・しんじ）
（2007 年 10 月 19 日受理）
